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抗争的交換と可変資本節約の論理

ラディカル派エコノミストの労働過程＝労働市場論

角　田　修　一

目　次

１． ラディカル派エコノミストの労働過程論

２． 抗争交換理論

３． 論争　　批判と反批判

４． 抗争的交換と可変資本節約の論理

５． 「理念的平均」と競争　　むすぴにかえて

　本稿の課題は，アメリカのラティカル派政治経済学者サムエル ・ポウルスとハーハート ・キン

タスの抗争交換（Ｃｏｎｔｅｓｔｅｄ　Ｅｘｃｈａｎｇｅ）理論を検討し，この理論をＫ ・マルクスの「可変資本節

約の論理」の競争市場分析への展開として位置づけることにある 。

　ボウルズとキンタスは，１９６８年に結成された「ラティカル政治経済学連合（ＵＲＰＥ　Ｕｍｏｎ　Ｆｏ．

Ｒ．ｄ１。。１Ｐ．１１ｔ１。。１Ｅ。。ｎ．ｍ１。。）」を代表するエコノミストである。かれらは現在，ともに，マサチ ュ

ーセ ソノ（州立）大学アムハースト校教授であり ，近年，ポスト　リベラル民王主義の立場で ，

人権と民王主義，学習と人間発達を基礎に置いた新しい政治経済学を展開している。かれらは ，

マルクスの経済学から強い示唆を受けながら，リチャード ・ウォルフやスティーブン ・レズニッ

クの構造主義的マルクス経済学や，ジ ョン ・ローマーなどの分析的マルクス主義とは異なる立場

をとる。また，マルクス理論だけでなく ，ケインズ経済学，新 ・旧制度学派，公共選択学派の成

果をもとりいれ，主流派経済学である新古典派経済学に立ち向かい，しかもこれと理論的に対話

ができる新しい経済理論を築きつつある。その中心となる概念が，８０年代後半以降現在まで精力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
的に展開されている「抗争的交換」である 。

　１ ．では，アメリカ ・ラディカル派エコノミストによる資本主義的労働過程＝労働市場批判を

簡単にふりかえり ，「抗争的交換」論にいたる前史を明らかにする 。２ ．は，抗争交換理論の概

要を検討し，３ ．はこの理論をめぐる論争を紹介する。さらに，４ ．では，この理論をマルクス

の「可変資本節約の論理」の競争市場分析への展開として位置づける 。

　　 １）“ Ｃｏｎｔｅｓｔｅｄ　Ｅｘｃｈａｎｇｅ”に「抗争（的）交換」という訳語をあてた理由は，そのエソ センスを説明

　　　するなかで明らかにする。なお，都留康は，Ｓ ・ボウルズを紹介する短文において，Ｃｏｎｔｅｓｔｅｄ　Ｅｘ・

　　　 ｃｈａｎｇｅ を「競合的交換」と訳し（『エコノミスト』誌１９９３年７月６日号），野下保利は，経済理論学

　　　会第４１回大会の分科会報告「現代金融危機へのラディカル派アプローチ」において「闘争的交換」と

　　　訳している（１９９３年１０月 ，東大会場における配布資料）。 筆者は，のちに述べる理由で，本理論およ

　　　びこの用語には「競合」と「闘争」との両方の意味合いがあると考え，「抗争」という語をあてる 。

（１）



２ 立命館経済学（第４３巻 ・第１号）

１． ラディカル派エコノミストの労働過程論

　１　１　ホスたちは何をしているか？　　 マークリン論文（１９７４年）

　アメリカのラディカル派エコノミストによる資本主義的労働過程批判としては，スティーヴ

ン・ マーグリンの論文「ボスたちは何をしているか？」が知られている。これは１９７１年に草稿の

形で討論に付され，のちに “ＲＲＰＥ（Ｒｅｖｌｅｗ　ｏｆＲａｄ１ｃａｌ　Ｐｏｌ１ｏｃａ１Ｅｃｏｎｏｍｃｓ）” 第６号（１９７４年夏）に

掲載された。この論文は，資本主義的生産組織を特徴づける企業内階層制（ヒエラルキー）は搾

取の手段であるとし，その起源を歴史的に検討している 。

　マーグリンによれば，独立生産者たちの賃金労働者への転化は，「労働者の各作業の専門化の

直接の帰結」であるとともに，資本家が労働者に渡す前貸賃金による依存（＝従属）関係の形成

によるものであ った 。（［１４１ｐ．７９－８０．訳１１３－１１４頁）

　しかし，これだけでは，労働者の具体的な作業プロセスの管理権はなお（軌練）労働者の手に

残される。これを最終的に打破したのが「工場制度」である。多くの経済史家は工場の増大を大

規模機械のもつ技術的優位に求め，規律と管理を第二次的に扱っている。しかし，工場制の成功

の鍵は生産過程の管理権が労働者から資本家に移行したことにある。資本家による規律と管理は ，

「技術的優位がなくても」，コストの切り下げを可能にした。いわゆる労働者の「不正行為」や

「怠惰」はこれにより終止符を打たれた。工場制が効率的であるかどうかといえば，そこでは ，

同一の労働投入量によっ てより多くを産出するよりも ，労働の規律によっ てより多くの労働量の
　　　　　　　　　　１）
投入がなされたという 。

　マーグリンは，これにもとづき，企業のヒエラルキー組織の具体的機能の１つとして企業経営

者の貯蓄行動をとりあげ，企業ヒエラルキーを正当化しているのは資本蓄積であると主張する 。

かれによれば，経営者はみずからの利益である経営権力，身分保障（任期の安定性），威信や所得

などのために，企業収益を留保し再投資を決定するのである 。

　　１）石川経夫は，こうした主張を「労働者管理仮説」となづけ，肯定的に評価している 。（［１７１ｐ

　　　２１３）

　１２　ホウルスとギンタスの社会的労働関係論

　上のマーグリン論文を受けて，ラディカル派エコノミストの旗手ボウルズとギンタスは，１９７６

年に『アメリカ資本主義における学校教育』を著し，資本主義経済とくにその労働過程に焦点を

あて，リベラル派による教育改革の限界を論じた 。

　そのなかで，ボウルズとギンタスは資本主義的労働過程を次のように把握している 。

　経済は人間を生産する。この人間生産の過程が，職場でも ，学校でも ，人問本来の要求によっ

てではなく ，利潤と支配という至上命令によっ て支配されている。これが資本主義に対するかれ

らのきわめて単純明快な批判である（［２１ｐ．５３ｆ訳Ｉ９２頁）。

　アメリカの経済制度は多数派を排除し，少数派を守り ，多数派をこの少数派の影響に従わせる

という ，およそ民主主義的形態をもつ政治制度とは正反対の性格をもっ ている。これは，資本主

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）
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義の原動力である利潤追求にその原因をもとめることができる。資本王義的企業の全体主義的構

造は，雇用者による利潤追求のための労働者管理の手段である。経済権力の体制を安定的に維持

するための最大の手段は，生産過程自体を組織化することである。そしてさらに，この秩序を正

当化するイデオロギーが受け入れられ，これが日常的体験を通して確認され，支配される人々が

互いに無関心あるいは対立的な階層に細分化されるような社会関係の構造をもつことである 。

　その分析では，「市場と所有関係」と「労働過程の社会的関係」，そして経済の「不均等な発

展」の３つを考察しなければならない。ここでは，社会の諸個人を，生産過程への関わり方が共

通な人間集団である「階級」に位置づける必要がある（［２１ｐ．６７．訳Ｉ１１５頁）。

　マーグリンがのべたように，技術や効率性と企業内ヒエラルキーとの関係は単純ではない。労

働疎外やヒエラルキー的分業は，現代技術の必然的帰結ではない。工場制度出現の意義は，それ

がもたらす有効な管理にあ った。中央集権的管理体制の導入による効率優先のための職務の細分

化と定型化がすすめられた。こうして，「利潤追求に無関心な労働者から雇用主がどれだけの成

果を引き出し，労働者全体の力を弱めるために，労働者の団結を雇用主がどこまで抑えたりする

ことができるか（分断統治）によっ て利潤がきまる。ヒエラルキー的分業は，経営者の管理を最

大限にし，職務と責任の細分化による労働者の事後責任を高め，労働者問の安定した同盟の発展

を妨げる 。」（［２１ｐ．８３．訳Ｉ１４４－１４５頁）

　要するに，ボウルズ，ギンタスによれば，雇用主の仕事の編成と採用との基準のなかには，権

力と技術が同時に組み込まれている。社会的生産関係の階級的基礎に分析の焦点を当てないかき

り， 権力と技術のどちらも十分に理解することはできない。この点について，かれらは次のよう

にかれら自身の経済理論を説明している 。

　われわれの分析は，利潤最大化を技術的効率性と同一視する，通例の企業理論から乖離してい

る。 伝統的な理論の誤りは，賃金＝労働の交換を，他の経済的交換と対照的に同一視する点にあ

る。 雇用主＝被雇用者の関係は次の点で異なる。すなわち，もし労働者が，契約について（例え

ば時間通りに仕事にでてくるような）法律的に拘束されるような側面だけを守るのであれば，生産

はほとんど行なわれなくなるだろう 。したがって，内部的な生産組織は，個々人が生産し，その

志望と自覚とが，生産のヒエラルキーに合致するべく抑えられるように動機づけられ，労働者を

互いに分断して，経営に対抗する総体的な力を弱らせるようにテザインされていなけれはならな

い。 要するに，賃労働制の契約を完全な形に保つためには，外部でではなく ，当事者の権限の範

囲内でそれが守られるようにしなければならない。このようにして，企業の理論に権力の問題が

入っ てくる 。（［２１ｐ．３１２．訳Ｉ２７０頁）

　ホウルス，キンタスによる経済的不平等の構造の分析は，労働過程の分析と並行している。ボ

ウルズらはいう 。「アメリカにおける不平等の根源は，階級構造と性的，人種的な権力関係とに

みいだすことができる」。「学校教育の制度もこのような特権構造を永続させる役割を果たしてい

るいくつかの制度の１つにすぎない」（［２１ｐ．８５．訳Ｉ１４７頁）。

　前述の労働の社会的関係の違いは，支払われない家事労働者と雇用労働者とのあいだの経済的

不平等をもたらす原因でもある。「家庭内での仕事と経済的報酬との分化は，性にもとづく分業

を反映したものであ って，男女間，成人と子供の問の権力関係によっ て左右される。家庭内で成

人男子が優位を占める原因は，一部は，伝統に支えられ，法律的な差別により強化された慣習的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）
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な男女の役割に，一部は，資本主義経済特有の労働市場の階層的区分に起因する成人男子の賃金

的独立性の優位に求めることができる。家庭内の不平等は，資本主義経済の（そしてほとんとの他

の経済の）普遍的，中心的な特徴ともなっ ている」（［２１ｐ８９訳Ｉ１５３－１５４頁）。

　アメリカにおける不平等は「労働過程の社会的関係」に関連している。不平等は，社会的労働

関係におけるヒエラルキー的分業制に組み込まれている。権限，威信，責任の相違に応じた企業

内賃金格差，職階と昇進の性格による不平等などがそれである。そして，これらの特性に応じて

労働者に要求される性格特性と意識形態が，企業内ヒエラルキー秩序への労働者の統合を容易に

している。人種，性別，年令，学歴，年功にもとづく給与政策は，雇用主が利潤を追求するため

に労働者を管理する手段として用いられる 。

　このように，ボウルズ，ギンタスによれば，教育「問題の根源にある」のは資本主義経済であ

る。 資本主義経済の分析は，垂直的なヒエラルキー的分業における経済権力，技術のもつ権力的

性格，さまざまな社会的不平等の経済的意味と社会的機能を明らかにする 。

　しかし，この時点におけるボウルズらの研究は，リベラル派による教育改革の失敗の意味を明

らかにし，教育の経済的意味を明らかにするもので，資本主義経済における諸関係を経済理論そ

のものとして体系的にのべるものではなかった。このことは，まず１９８５年のボウルズ論文［１１

において明らかにされる 。

　次に，このボウルズ論文にはじまる抗争交換理論の概要を検討しよう 。

２． 抗争交換理論

　２１マルクス経済学のミクロ的基礎

　抗争交換理論の起点となっ たポウルズ論文［１１は，１９８５年の全米経済学会（ＡＥＡ　Ａｍ。。１。。ｎ

Ｅ・ｏｎ・ｍ１・ Ａ・ｓｏ・１・ｔｌｏｎ）機関誌『アメリカ経済学評論（Ａｍｅ・１・ａｎ Ｅ・ｏｎｏｍ１ｃ　Ｒｅｖ１ｅｗ）』に掲載された
。

この論文について，ロビン ・ハネル（アメリカン大学教授，ワシントンｕ　Ｃ．）とマイケル ・アルバ

ートは，次のように書いている。「ボウルズ論文が掲載された時に，アメリカ経済学評論誌は ，

１０年以上に及ぶラディカル派 “コンフリクト理論”の無視をやめた。この論文は，コンフリクト

理論の論理を簡潔に説明し，伝統的な経済学者にもなじみある用語で議論を提供した」（［１３１ｐ

４２－４３）。

　本項では，抗争交換理論の核心をなす「労働過程および労働市場論」に焦点をあて，そのエソ

センスを紹介しながら検討をすすめる 。

　ボウルズは，本論文の冒頭で，次のようにその意図を説明している 。

　近年，主流派経済学において，企業の内部組織への関心が高まっ ている。単純なワルラス ・モ

デルにおいては，企業は費用最小化過程における投入一産出関係として表現され，企業の内部的

組織の研究はなされない。これにたいして，ロナルド ・コース（１９９１年度ノーベル経済学賞受賞者）

の「取引費用論」および「新制度学派」の立場を鮮明にしたオリバー・ ウィリアムソンの「企業
　　　　　１）
の階層制論」，その他「内部労働市場論」や「団体交渉論」の分析がある。しかし，コースらの

モデルによれば，企業の内部組織は，結局，労働者による一連の不正な行為，すなわち「なま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４）
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け」やフリーライター問題に対応するものであり ，企業内階層制が個人の利己心と集団的利害と

の調整手段であるとして合理化される。これはちょうど，市民革命の時代に国家を利害調整手段

として説明したトマス ・ホ ッブズに対応するものである。したがって，このような立場をｒネオ

ーホ ッブシアン」と名づける 。

　これにたいして，マルクス ・モテルは，生産過程の分析および市場あるいは競争の分析にとっ

て， 生産手段の所有と ，この所有が生産過程において可能にするところの支配命令（。ｏｍｍ．ｎｄ）

とが根本的なものであると王張する 。

　ボウルズらの研究課題は，まず，マルクスによる「労働と労働力との区別」にもとづき ，「資

本による労働者からの労働の抽出」をいっ そう具体的に展開すること ，その際，「現代マルクス

主義者の貢献を統括することができるような，単純で一貫したミクロ経済学的枠組みを提供する

こと」（［１１ｐ．１８）に設定されている 。

　この「マルクス経済学のミクロ 的基礎」という表現については，ボウルズ自身，「ミクロ」の

意味を説明しているわけではないし，マルクス経済学を主流派経済学のようなｒミクロ」と「マ

クロ」に分割することを提唱しているわけではない。この場合は，いわば各種市場における交換

当事者相互の関係（ただし市場におけるいわば水平的な競争関係だけではなく ，垂直的な支配命令関係を

も含んだ意味合いでの関係）を表現するものとして「ミクロ（経済理論）」という表現が使用されて

　　　　　　　　　２）
いるものと思われる 。

　　 １）コース／ウィリアムソンの企業組織論については，さしあたり ，坂本和一［２２１が参考になる 。

　　２）経済学の体系という問題で，ボウルズは，リチャード ・エドワードとの共著による政治経済学のテ

　　　キスト［９１（１ｓｔ１９８５，２ｎｄ．１９９３）を「第１部　競争，支配，変化」「第２部　資本主義と階級」

　　　 「第３部　 ミクロ経済学 ：市場と権力」「第４部　マクロ経済学 ：失業と成長」の４部構成にし，かれ

　　　らの三次元アプローチにもとづく政治経済学の特徴点を，「新古典派経済学」「ミクロ経済学」「マク

　　　 ロ経済学」と対比しながらまとめている（［９１ｐ．２３，２５９，４７３）。

　２２抗争的父換の意味　　経済権力の所在と強制関係のｒ証明」および交換に内在する政治

　　　性の表出

　マルクス的モデルの特徴は，単なる市場での交換や，物理的な投入一産出関係ではなく ，これ

と区別される企業内の支配命令という社会的関係を扱うことにある。したがって，異なるモテル

構成が必要である。そこで考えられたのが，ボウルズらの「抗争交換モデル」である 。

　この場合，「抗争的交換」は，労働交換モデルに限定されない。抗争的交換は労働力からの労

働の抽出よりもさらに普遍的な内容を意味し，労働市場とともに資本市場の問題を包括すると考

えられるからである（［５１ｐ．６１）。 しかし，ここでは主に，労働市場と労働過程に焦点をあて ，

論文［１１のあとに発表された論稿を中心に紹介 ・検討する 。

　かれらはまず，「抗争的交換」の普遍的意味をつぎのように説明している 。

　「ＡとＢのあいだの財またはサービスの交換において，Ａ（＝買手）にとっ て価値があり ，Ｂ

（＝売手）にとっ てはコストがかかり ，しかも強制可能な契約において完全に特定化されない属性

をもつとき ，（これを）抗争的交換とよぶ。この場合に，交換の事後的内容は，抗争される属性の

望ましい水準をＢに強制するためにＡによっ て制度化される監視と制裁の機構により決定され

る」（［７１ｐ３３２）。 この定義の最後の部分は，「内生的契約強制の手段としての監視と制裁」を意

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５）
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味する（［７１ｐ．３２９）。 これを労働市場における交換にもとづく資本主義的労働過程にあてはめて

説明すると ，次のようになる 。

　資本主義的生産過程では，ボスによる監視と，解雇の脅しを含む管理体系により ，労働者から

労働が抽出される。この場合，実際の労働努力（１ａｂｏｕ。。伍ｏ廿）の水準は契約では保証されていな

い。 なぜなら，このような水準をあらかじめ具体的に契約のなかに書き込み，約束させることは

不可能だからである。したがって，雇用者と労働者の取引の中心は，契約においては解決されな

い実際の労働の分量と強度をめぐる利害の争いにある。この意味で，この種の交換を抗争的交換

といラのである（［５１ｐ６１）。

　「われわれの主な主張はつぎのことにある。資本主義経済におけるもっとも重要な交換は抗争

的であり ，こうした交換においては内的強制が，結託がなくても，あるいは完全競争の他の障害

がなくても ，自発的参加者のあいだの，明確に疋義される一運の権力関係を生じさせる」（［６１

Ｐ．
１６７）。

　「抗争的」あるいは「抗争される」交換という意味は，この場合，労資のあいだの交換が単に

ｒ競争」的であるというのではない。そこには，利害の相違と契約内容の実行における不確定性

にもとづく明確な強制，権力関係と社会経済的争いがある。また，これは単なる「闘争」的な関

係ではない。労資のあいだの賃金や雇用をめぐる闘争は，この交換の抗争的性質から生じる。こ

の理由により ，“ ＯｎｔｅＳｔ” は「抗争（的）」と訳すのが適切であると考えられる 。

　こうした抗争的な（私的）契約を外生的に強制するための道具として，「不確定な（偶然的な）

更新」が中心的な位置を占める。すなわち，雇用契約において，引き続き雇用されるかどうかわ

からないという状況が，雇用主と被雇用者のあいだに一種の強制関係，権力関係をもたらすから

である。しかし，それが効果的であるためには「強制レント」の提供が必要である，とかれらは

いう（［４１Ｐ．１４７）。 あらためて，このことを説明しよう 。

　２３均衡賃金，労働努力と非自発的失業の存在。抗争交換における競争均衡の決定論

　労働者が期待できる最低賃金水準（吻ｍｉｎ）を「フォールバッ ク（：頼みの綱的あるいは代替的）

賃金 名」（［９１．ｈ． １０ほか）とよぶ。これは，失業時の見込み収入（失業保険，別の仕事による収入な
　　　　　　　　　　　　　　１）
ど）の現在価値によっ て決まる。賃金水準が机伽）＝ｚ であれば労働者に失業の脅威がない（こ

とに等しい）ので，労働者は資本家の望むような「労働努力 ３」（分量）では働かない。この賃金

水準が，新古典派のとらえる「完全雇用」に合致する均衡賃金率である。したがって，解雇の脅

しは，賃金 口（〃）＞２においてのみ効果的である。この差額を「失業費用」あるいは「雇用レン
　　　　２）
ト」とよぶ 。

　資本家は労働者に対しある水準の労働努力（。ｍｉｎ）を求め，この水準以下の努力では解雇され

ることを労働者は知っているものとする。最低賃金と最低努力水準の関運づけが行なわれる 。

　資本家は，労働者から最低の労働努力より以上の労働努力を抽出するために最低賃金をこえる

賃金水準を支払い，それによるプラスの失業費用（雇用レント）の支払いと ，それによっ て引き

出される労働努力に伴う利益とをバランスさせるように行動する。また労働努力水準上昇のため

の監視機構とそのための費用をも支払う 。

　他方，労働者は，追加的な労働努力による限界不効用と ，より高い賃金（雇用レント）を受け

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６）
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取ることのトレードオフによっ て， どれだけハードに働くかを決めるような行動をとる 。

　そこで，資本家による労働抽出関数 ３＝６（側）は，図１のように決定される（［６１ｐ．１８０および

［９１ｐ．１９６を参照）

図１　最適賃金と労働強度［６１ｐ．１８０

２

労働

努力

２＊

　　　　　　　（引〃）＊
雇用者の
目的関数

＼　　
・一・（・）

　　　　　　　Ｋ　　　　　　　　　　労働者の対応関数

％：引岬

６

万　　　 山リ＊　　　　実質賃金 〃

　この図において，資本家は，３／吻の最大化すなわち単位労働費用最小化をもとめる 。６／側

が最大となる点が「単位労働費用 ｕｎｉｔ１ａｂｏｕｒ　ｃｏｓｔ」の最小となる点であり ，これが「最適賃金」

あるいは「均衡賃金」である 。

　それだけではない。資本家としては，監視や制裁の機構を使ってこの曲線を上方にシフトさせ

ようとするし，労働者としては共謀してこれを引下げようとする。また，当然，フォールハソ ク

賃金率（ｚ）をめくる社会的争いが展開され，この水準が失業率およぴ失業保障に関係すること

はいうまでもない。つまり ，労資問で展開される闘争は ６／吻の傾きと Ｚをめぐるものである 。

　さらに，均衡賃金が最低賃金を上回 っていることは，非自発的失業，あるいはより望ましくな

い状態で雇用される労働者の存在を意味する。資本家は ｅ／吻最大化のために最低賃金での完全

雇用を拒む。なぜなら，それが現役労働者に対する解雇の脅しによる効果的な労働強制手段とな

るからである（［６１ｐ．１８２，［９１．ｈ．ｐ．１０を参照）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　以上の理論的枠組みにより ，完全競争市場における労働市場の不完全性が証明できる 。

１）失業費用＝（週賃金一失業保険給付）×失業継続期間（［９１ｐ
．３６２－３）。

２）マルクスの理論的枠組みではこうしたものはみられない（［６１ｐ．２１３注３６）

　　なお，「取引費用」あるいは「強制費用」という用語を使用しない理由について，かれらはつぎの

　ようにのべている 。

　　「われわれは，より広い用語である取引費用を適用することよりも，これらを強制メカニズムある

　いは戦略とよぶ。ウィリアムソンにより使用された取引費用は，抗争交換において生じる要求の強制

　よりも多くのことに妥当する。そして，いかなる場合も ，生産技術がそれらの潜在的な強制能力で選

　ばれるときには，取引費用と生産費用とのあいだの区別は明確になされない。われわれは，同様の理

　由で，強制費用という用語を避ける。われわれの分析は，強制の問題が交換の一方の側においてのみ

　存在する場合に限定されている。交換の一方が貨幣的支払い（監視費用はゼロと仮定されている）を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７）
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　　提供する場合を強調することによっ て， 交換の双方が戦略的権力を行使する「双方的内的強制」のよ

　　り一般的な問題は脇に置かれている。青木昌彦『企業の協調的ゲーム理謝 ロンドン ，１９８４年をみ

　　よ 。」（［６１ｐ．２１２注３２）

　　　アメリカにおける雇用レントの測定については，Ｊ ・シ ョア［１２１を参照されたい 。

　３）これは，Ｊ ・Ｍケインスの非自発的失業論を取り入れたものと考えられる 。

　２４　ショートサイドの権力と口　　「内的要求強制」の経済学

　抗争的交換が行なわれる市場においては，一方の担い手は，契約の更新を不確定にし，量的制

約をうけずに契約の相手に対して権力をもち，それを自分の利益になるように行使することがで

きる。これを市場のｒシ ョートサイド」の担い手およびシ ョートサイド権力とよぶ（［６１Ｐ．１８３）。

これにたいし，労働の供給者と，労働取引に失敗し市場の外に配置される者はともに「ロングサ

イド」の担い手という 。契約当事者である両者のあいだには，内的要求強制が存在する。これは ，

国家なと第二者による規制を伴うｒ外的要求強制」に対して，契約当事者たちのあいだのｒ内的

な要求強制」を対置することになる（１６１ｐ１６７）。

　労働者の間の分断や支配（人種や性，長期契約と内部労働市場）の要因として考えた場合，この経

済権力は，何らかの起源による社会的差別が競争する企業に低賃金の利用と利潤増大という利益

をもたらし，労働者に対してはかれらの団結を困難にし，労働者による「非労働戦略」を停止さ

せることになる 。

　さらに，ここから，利潤極大化にもとづく資本家的技術選択は必ずしも効率的ではない，とい

う結論を導くことができる。すなわち，資本家が単位労働費用（ｕ１。）を最小化しようとするとき ，

効率性（３）と労働努力（強度４）の２つの要因を考えると，第１の例としては効率性（３）を低下

させても強度（４）をそれ以上増大させるような技術，第２の例としては効率性（６）を低下させ

ても ，低技能化により交渉力の弱い低賃金（Ｚリ）で強度（４）のより小さな労働者で単位労働費用

を低下させることができる。これら２つのケースが生じる主な理由は，抗争交換理論が則提して

いるように，購入される労働時間と実際の労働量との違いということにある 。

　２５資本市場における抗争的父換と階級，階口，所有および権カ

　ボウルズとギンタスは，さらに，抗争交換理論を資本市場にも及ぼし，そこから資本主義社会

における階級，階層，所有および権力の問題を解く鍵をみつけようとしている 。

　まず，資本市場における資金の貸し手はその借り手に対し，あるいは企業の所有者は経営者に

対し，それぞれ前者（貸手，所有者）の利益になる行動をするように，後者（借手，経営者）の行

動の監視および必要な場合の制裁を行なう 。契約の更新は，借り手または経営者の行動が貸し手

または仕事の提供者の満足するようなものであるかどうかによる。すなわち，ここでも「不確定

な更新」が大きな役割を演じる。資本市場と，先にみたような労働市場とのあいだの大きな相違

点は，借り手の担保物件（富）の存在にある 。

　「富の所有は抗争交換市場におけるシ ョートサイドの地位にかれらを配置することによっ て，

その担い手に力を与える」（［６１ｐ．１９２．「命題５」）のであ って，富の所有が無媒介に経済権力をも

たらすのではない 。

　資本市場において信用供与関係にある「貸し手と借り手」が「富める者」である。かれらはと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８）
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もに，経営者市場においては「所有者」として経営者に対してその権力を行使し，経営者に仕事

を与える。また，「所有者」と「経営者」の両者はともに，労働市場においては「雇用者」とし

て立ち現われ，「労働者＝被雇用者」に対してその権力を行使し，仕事または失業を割当てる

（［６１ｐ．１９６）この関係を図に表わしたのが，図２である 。

図２　抗争的交換 ：シ ョートサイド権力と階級カテゴリー ［６１ｐ．１９６

（Ａ）はシ ョート ・サイダーを表わす。（Ｂ）は取引を行なうロング ・サイダー

（Ｃ）は取引に失敗するあるいは次善の取引を強いられるロング ・サイダーである 。

　矢印は権力が行使される方向性を示す 。

資本市場：　貸手　→　借手　　１　　信用の制限

　　　　　（Ａ）　　　　　（Ｂ）　　　　　　　　（Ｃ）

経営者市場：　　所有者　一今　経営者　　１　　仕事の制限

　　　　　　　（Ａ）　　　　　　（Ｂ）　　　　　　　　（Ｃ）

労働市場：　　　　　　雇用者一→　被雇用者　　　　失業または仕事の制限

　　　　　　　　　　（Ａ）　　　　　　（Ｂ）　　　　　　　　　　　（Ｃ）

　このなかで，「経営者」は，所有はしないが権力をもつ。これにたいし，自営業者は，所有す

るが権力をもたない。したがって，「富の所有は，シ ョートサイド権力の保有にとり必要でも十

分でもない」のである（［６１ｐ．１９８ ：命題９「富と権力の非対応性」）

　さらに，所得分配についていえば，所得分配は，均衡状態でも清算されない市場における競争

的交換によっ て決定される。遍在する強制レントが不平等の王要な源泉であり ，その利益は経済

と国家の両方における集合行為によっ て得られる（経済における政治的関係）。 だから，たとえば

反差別政策や完全雇用促進による平等のプログラムは，利益の再配分を効果的にしうる。富の平

等化はおそらくより平等な所得分配を普遍化するだろうが，それ自体によっ て経済の政治的構造

を変えるものではない。ボウルズらはこれにもとづいて，所得分配が不公正であれば，資産の再

分配あるいは社会化をすればよいという議論は的外れだという 。これは，新古典派およびＪ ・ロ

ーマーへの批判である 。（［６１ｐｐ
．２００ －２０２）。

　２６　ポスト ・リベラル民主主義における経済民主主義と民主的企業システムヘの展望

　抗争交換アプローチは，資本家的所有の転換と ，労働者所有による企業の管理および民主的管

理を支持し，「交換が抗争的であるような市場」にたいする社会的規制の根拠を示す理論である

（［６１Ｐ．３０９ｆ）。

　ポウルスとギンタスは ，１９８６年，『民王主義と資本王義所有，協同体，現代社会思想の矛盾』

［３１を著し，資本主義的なリベラリズムに対して，ポスト ・リベラル民主主義を対置した。そ

こでは，資本主義と民主主義が対立するルールであることを明らかにしたうえで，人民の王権が

学習と歴史を統治する新しい杜会ヒジ ョンを提起している。かれらのいう経済民主王義論の詳細

は別途，検討を要するが，抗争交換理論との関連で，「民主的企業」に関する議論に簡単に触れ

ておこう 。

　経済民主主義は，民王的な関与の増大，社会的互恵性の平等な形態によっ て， 社会的な衝突を

弱めるだろう（［３１Ｐ２０３）。 そこでは，労働の場における民主主義，民王的経済計画，資本への

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９）
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共同的アクセスという社会的責務が明確になる。そのなかで，民主的企業の経済的優位性として ，

雇用者への所有権の再分配と ，その大きな効率性が指摘される（［４１ｐ．１４９）。 その保証は，民主

的な労働現場における参加と学習，発達によっ て， その担い手たちが効率的な生産を行なうこと

にある。他方，経済的に不利な条件としては，所有財産の規模が小さいこと，労働者所有 ・管理

企業に対する金融市場の忌避，さらに所有財産を失うことになる危険負担行為に対する労働者の

側の慎重さ ，があげられる（［８１．ｈ． １１）。

　抗争交換理論の概要は以上である。抗争交換理論の中心は，いわばミクロ的な労働過程＝労働

市場分析の理論である。これがどのようなマクロ的な議論と結びつくのかという点について，ボ

ウルズは，レギュラシオニストであるＲ ・ボワイエと共同論文を著し，「ケインズ的総需要分析

と労働過程分析の暫定的総合」を意図したものとのべている（［９１）。 抗争交換理論にもとづく

資本蓄積の型の分析，あるいは総需要と総供給との関連などについては別途，検討しなけれはな

らない。また，抗争交換論の背景となっ ているボウルズとギンタスの新しい社会観，思想，経済

分析の方法などに関する検討も本稿の対象外である 。

　次の３ ．では，抗争交換理論に対する批判とリプライを紹介しよう 。

３． 論争　　批判と反批判

　３　１批判と反批判　　その１

　抗争交換理論は，主流派ないし正統派である新古典派経済理論への批判を含んでいる 。

　ボウルズらによれば，新古典派経済理論は，公的領域すなわち国家と政治と，私的領域すなわ

ち家族と私的企業とを分割した図式にた っている。私的（交換）領域においては経済権力は不在

とされ，したがって私的領域における社会的責任性は欠如させられている。それは，○所有（資

産）の中立性，　支配の無関係性，　市場交換の効率性，という３つの誤った則提にもとづいて

いるからである。さらに，新古典派理論においては，競争的均衡における非自発的失業が否認さ

れる。労働市場における差別もまた非効率だとして否認されるが，これらは物事の一面すなわち

経済の水平的次元である市場における競争しか見ない議論であり ，経済の垂直的次元である支配

命令関係を看過したものである 。

　また，新古典派経済理論において一種のブラ ック ・ボ ックスとなっ ていた企業論を，新制度学

派は非市場交換的関係としてとらえた。しかし，かれらの企業論においては，企業内の階層的支

配構造が「機会主義」や「不正行為」から生じる「取引費用」の節約として擁護される。ボウル

ズらによれば，この議論は，抗争的交換のホ ッブズ的解決の合理化である（［１１［３１）。

　抗争交換理論は，他方で，ラディカル派エコノミストのあいだでも議論をよびおこし，いくつ

かの重要な論点が提起されている。ここで，１９９０年に『政治と社会』誌上で交わされた批判とリ

プライを簡単に紹介しておこう 。（以下，［６１所収の論稿による）

　まず，Ｄ ・マクロスキーは，ボウルズとギンタスの抗争交換理論は旧き良きシカゴ学派の「取

引費用」論と同じであり ，「黒板の経済学」ではないか，という高踏的な批判を行なっ ている 。
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マクロスキーの議論は，結局，市場の抗争的性格を交換における摩擦（フリクシ ョン）だとしか

みなさない。市場のフリクシ ョンに関する伝統的な理論においては，フリクシ ョンは失業をとも

なう均衡もシ ョート ・サイド権力をも支持しない。コースら（そのほかＧ ・ベッ カー アルチアン ，

デムゼ ッツなども）は非市場的な相互作用に関して新古典派の静止的な分析を拡張したが，抗争交

換理論は，市場交換の部面においてさえもそうしたことは起こらないということを議論するもの

である 。

　第２の批判的論点は，競争論についてである 。Ｊ ・Ｒ ・ボウマンは，抗争交換アプローチが完

全競争の仮定を受け入れたことで，生産物市場や資本市場における資本家同士のあいだの積極的

な競争と ，それが労働市場に影響する論理とが不十分になり ，資本家はたんなる価格の受手にな

ってしまっ ているのではないか，という批判を行なっ た。

　これにたいし，ボウルズとギンタスは，生産物市場における抗争交換モデルの拡張可能性につ

いて応え，それが消費財市場において成り立つことを論じている。消費者が企業を「切り換える

力ｔｈｅ　ｐｏｗｅｒ　ｔｏ　ｓｗｉｔｃｈ」による消費者主権は消費財市場が競争均衡において清算される場合に

は存在しないが，企業が漫性的過剰供給により非価格競争を展開せざるをえない状況においては ，

財の非契約的側面である品質について消費者の嗜好に迎合せざるをえないために，消費者主権が

成止するという 。もちろん，消費財市場は，富の平等な配分がある度合いに応じてのみ，消費者

主権の力が平等に配分されるのであり ，資本主義社会における富の配置はこの点で批判可能なも

のである 。

　第３に，Ｅ ・Ｏ ・ライトとＭ ・ビ ュラヴォイは，労働努力を引き出すメカニズムは抗争交換論

の想定する監視 ・制裁モテルだけでは不十分であるとする。かれらは，行動における服従の関係

としては，単なる支配関係だけでなく資本家の「ヘゲモニー」を含む非対称的相互関係の論理が ，

また，行動における認知メカニズムとしては，戦略的合理性とともに非戦略的な行動と評価の基

準が必要であるという 。また，かれらは，進んだ資本主義国では，単純なボスによる監視と制裁

という手段よりも ，労働者による集団的な自己監視メカニスムの方がより効果的であるという現

実を説明する必要がある，とのべている 。

　ボウルズとギンタスはこれに応えて，ライトたちの「強制と同意」の関係についての議論の多

くは有益であることを認める。しかし，ライトたちは，抗争交換モデルにおける同意の重要な役

割を誤解している。抗争交換モテルにおいて，労働者は報酬，制裁，監視の体系に対応して労働

努力の水準を選ぶ。それはまさに，労働者の戦略的合理性を分析する１つの方法である。さらに ，

解履の脅威は毎力でも相対的に重要でないのでもなく ，仕事を失うコストは実際に相当なもので

ある。また，企業における所有者と労働者との共同利益は，抗争的交換の枠組みにおける雇用レ

ント（失業費用）を規定する労働者の状態，すなわち失業持続期問と賃金に対する失業保障の水

準に依存する。労働者の相互監視もまた，労働抽出関数のシフトとしてとらえることができるの

である 。

３２批判と反批判　　その２ ：「権力と所有」

抗争交換理論に対する重要な批判点に，Ｊ ・ローマーによるｒ権力と所有」をめぐる批判があ

る。 ローマーの批判は，ボウルズとギンタスのいうｒシ ョートサイド権力」が，ひとつは政治過
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程をつうじた国家の政策のコントロール，もうひとつは学校やマス ・メディアを通じたイデオロ

キー支配　この２つの大きな資本家の力を説明できないために，資本家の力の本質をつきとめら

れない，ということに向けられる 。

　ローマーによれば，資本家の力は富や生産的資産のコントロールに起因するものであるにもか

かわらず，ボウルズとギンタスの説明では所得分配や階級が富や生産的資産と相関関係をもたな

いものになっ ている。ローマー自身も ，富の平等的な再配分（ｐ．ｏｐ１。’。。。ｐ１ｔ．１１．ｍ？）だけでは資本

家の力を廃棄するうえで十分ではないと考えるが，ポウルスとギンタスは人ぴとの内的な特質が

問題だと考える点で誤っているというのである 。

　ローマー自身による階級と搾取の説明によると　　ボウルズたちがｒポスト ・ワルラシアン」

とよぶものである　　，生産的資産における富の私的で不平等な配分自体は，労働契約が完全に

描写でき ，コストなしに強制できるものであ っても，経済の担い手たちにある種の最適状態と経

済的均衡をもたらす。その意味で，階級構造と搾取の存在は労働と賃金との交換がｒ抗争的」で

あるという事実（抗争的だという現実は不可欠だと認めたうえで）に依存しない。ボウルズたちがロ

ーマー・ モデルを批判するさいに，そうした「明白に非現実的なモデル」においても階級と搾取

が内生（因）的に発生するというローマーの主張に挑戦していない。これがローマーによる批判

である。ローマーによれば，「抗争的な労働交換」がなくとも ，「差別的な所有」があれば「階級

と搾取の構造」は存在しうる。その点で，ローマーのモデルの方がボウルズ＆ギンタス ・モデル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
よりシンプルであるから，証明の義務はかれらのほうにある，というわけである。この批判に対

するボウルズとギンタスのリプライは，次のようなものである 。

　ローマーの議論は，非清算的市場における担い手のシ ョート ・サイドヘの配置にもとづく制裁

権力が現実に存在することを否定はしないものの，この事実が資本主義経済システムの機能にと

って本質的ではないと考えている。「マルクス的意味における階級構造と労働者の搾取とは，労

働と賃金との交換が抗争的なものであるという事実に依存しない」というのが，ローマーの言明

である。しかし，われわれ（ボウルズとギンタス）の目的は，搾取のみならず支配の理解にある 。

したがって，問題は，ローマーが強調する富の分配とわれわれが考える抗争との関係にある 。

　失業，労働の資本への従属，人種その他の差別のないローマーの仮説上の体系が，資本主義の

現実の歴史を説明するうえで十分であることを示す責任が，ローマーにある。かれの議論では富

の影響を強調するが，雇用主が行使する権力についてはほとんど不明である。経済におけるシ ョ

ート ・サイド権力の独立の重要性を拒絶し，資本の国家権力もそのイデオロキー的影響のいずれ

も， 経済取引におけるシ ョートサイド権力に起因しないということを示唆し続ける。しかし，資

本の国家に対する権力が，投資，およびそこから間接に雇用にたいするコントロールに関連する

ことは明白である（資本のストライキや資本逃避など）。 同様に，資本のイデオロギー的権力は，労

働市場が決して清算的ではないという事実にもとづいているのである 。

　抗争交換理論の「目的は，権力が所有よりも重要であるというのではなく ，強制と同意のよう

に， それらが相補的で互いに重要であると主張することである」（［６１ｐ．３０２）。

　付論しておけは，ボウルズとギンタスは，かれらとローマーとの相違は民主的左翼の前進する

道に関する違いに由来するのかもしれない，とのべている。ボウルズとギンタスは，資本主義批

判の中心はその非民主的性格におかれるべきで，左翼的対案は何よりも労働現場の民主主義と投
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資の民主的責任を受容するべきである，と主張する。このｒ抗争交換と民主的左翼」という問題

は， 別途，あらためて検討する必要があろう 。

　　１）ローマーの搾取論については，甲賀［１９１を参照されたい 。

４． 抗争的交換と可変資本節約の論理

　４．１抗争交換理論の提起するもの

　従来，ラディカル派経済学には，「グループ内部の多様性を反映して，いまだ１つの体系ない

し学派と呼ばれるべきものはできあがっていない」（都留編『岩波 ・経済学小辞典第２版』１９８７年「ラ

デイカルー エコノミクス」），あるいは「１つの体系ないし学派と呼ばれるべきほどのまとまりをも

つにはいたらなか った」（同上第３版１９９４年），とする評価がある。しかし，２ ．で概要を示した抗

争交換理論は，ラディカル派の旗手ボウルズとギンタスによっ て提起された１つの新しい理論体

系というべきものである 。（これが『民主主義と資本主義』［３１の刊行と同時に展開されはじめたこと

は注意すべきである
。）

　「資本主義の政治経済学のための新しいミクロ理論的基礎」をなす抗争交換理論は，マルクス

『資本論』の理論構成をそのまま踏襲していないが，同書の「資本と労働（力）の交換」理論に

つよく影響され，「マルクス的モデルの根底にあるミクロ経済学的論理を展開」（［１１）したもの

である。また，新古典派およびその他の政治経済学において展開されてきた手法に即して，しか

もそれらに代わる理論モデルを提起している。それは，Ｏ ・ランゲ，森嶋通夫に代表される「現

代マルクス経済学」派における権力性や強制関係を欠くｒワルラス的一般均衡論」とマルクス理

論の結合，あるいはローマーのいう「資本主義経済の一般均衡モデル」に対する批判をも内包し

ている（［６１ｐ．１６８ｆ）。

　わが国のマルクス経済学界では，ホウルスらの理論は，「ＳＳＡ（社会的蓄積構造）学派」あるい

は「コンフリクト理論」の名で紹介されてきた。上にみたように，抗争交換理論の中心は「雇用

関係」の理解にある。それは，産業予備軍の存在を組み込んだ賃労働の理論として，いわばマク

ロ的な資本蓄積論の基礎理論に位置する。また，賃労働関係を基礎にした制度論と競争（機能）

論の展開，個人的および集合的行為論にもとづく賃金決定と労働抽出（強度）と労働市場不均衡

との理論的同時解決を提起している 。

　そこで，第４項では，抗争交換理論の労働過程および労働市場分析は，マルクス理論を展開す

るうえでどのように評価しうるかについて，１つの試論を提起する 。

　４．２　「転化」論のミクロ理論的展開

　先にのべたように，抗争交換理論の本質的な要素は，「資本と労働のあいだの交換と搾取」の

関係を説くことである 。

　ボウルスとキンタスは，経済的担い手の内的本性と ，労働力からの労働の抽出における闘争の

洞察は本来，マルクスのものであるにもかかわらず，かれの労働価値論の展開においては背景に

隠れてしまっ たと考えている。しかも ，その後，ランゲ，森島，ローマーなどがワルラス流の一
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　１４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４３巻 ・第１号）

般均衡モテルを若干修正して利潤と搾取の理論に適用した際に，この洞察はまっ たく消え去って

しまい，問題がいわば非政治化させられてしまっ た。 そこで，こうしたポスト ・ワルラシアン

（とくに左翼の）の間違いを克服するためには，政治経済学における新しいミクロ理論的な基礎が

必要であるという 。

　ｃｏｎｔｅｓｔ（抗争）は ｃｏｍｐｅｔｅ（競争）と ｃｏｎＨ１ｃｔ（闘争）の両方の意味を含み，内容的には，「競

争」的交換と均衡を通して実は内在的な力の強制関係を要求するがゆえにｒ闘争」的であるとい

うことを表わす。この内在的要求強制（・ｎｄ・ｇ・ｎ・ｕ・・１・ｍ・ｎｆ・…ｍ・ｎｔ）関係が資本家の内的選好

（。ｎｄｏｇ．ｎ．ｕ．ｐ。。ｆ。。。ｎ。。）である。抗争交換理論は，雇用における「政治的関係」「力と社会構造」

だけでなく ，資本市場論においても適用可能であり ，これにより資本主義社会の階級理論に新し

い光をあてることができる。その意味で，「抗争的交換」モデルは「政治経済学の　般的な方向

づけ」をも示唆している 。

　じつは，資本と労働との交換がどのようにして単なる商品（貨幣）交換と同質でありながらし

かもそれとは正反対のものに転化し，それがいかにして再生産されうるか。これを明らかにする

ことがマルクスにおける最大の理論的飛躍であ った。マルクス自身の表現を使えば，それは，商

品交換「それ自体から生じる従属関係（。ｅ１ａｔ．ｏｎ．ｏｆｄ．ｐｅｎｄｅｎ．ｅ　ｗｈ１・ｈ・…１ｔｆ・ｏｍ・ｔ・ｏｗｎｎ・ｔ…）」

（［１５１ｐ．２７１．訳２１９頁）が，労働力という特殊な商品の交換関係においていかにして「従属労働」

関係をつくりだすかということである 。

　ボウルズとギンタスは，マルクスが『資本論』第１巻第４章「貨幣の資本への転化」における

「労働力の売買」で明らかにしたような，資本家と労働者のあいだの対等な交換関係がどのよう

にして労働強制関係に「転化」するかということを，ミクロ理論世界の用語を用いて説明した 。

いいかえれは，ボウルズとギンタスのいう「抗争的交換における競争的均衡のシステム」を通し

ての資本家の力，あるいは「生産の場における政治」は，結局，失業の脅威を背景にした資本家

の権威の確立を表現する。かれらの議論は，その本質において，マルクスの「転化」論に新しい

光をあてる試みである 。

　４３可変資本節約の法則（論理）と資本家の単位労働費用最小化行動

　抗争交換理論は，その内容のすべてにおいてではないが，可変資本の運動における節約の法則

（論理）を資本と労働のあいだの競争の次元において展開したという意味合いを含んでいる 。

　資本家は一定の賃金額を支払って所定の労働時間内の労働力の処分権を手に入れる。買われた

労働力は当該の資本家によっ て「使用」され，契約により定められた時問内に新たな価値を生産

する。この価値はすべてその資本家の取得するところとなる。しかもその価値量は，資本家が労

働力商晶に支払う価値量よりも大きい。資本家が取得する新しい価値から労働力に支払う価値を

差し引いた「剰余」の価値部分こそ，資本価値の外面的な運動においては「追加」価値分として

現象するものの本質である。この意味で，労働力商品の購買にむけて前貸しされる資本価値は ，

ある一定の価値量でありながら，資本主義的労働過程において真に価値増殖し，可変資本の名の

示すとおり量的に変化しながら回収される部分である。これに対し，生産手段に前貸しされる資

本部分はその価値量を変化させずに新しい商品価値のなかに移転され保存され回収される。後者

は， マルクスにより不変資本と名づけられた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１４）
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　マルクスは，『資本論』第３巻において，利潤率（前貸総資本に対する剰余価値総量の比率）を規

定する諸要因を分析し，「不変資本充用上の節約」が利潤率を上昇させる１つの要因であること

を明らかにしたが，これに対応する「可変資本の節約」という用語は用いなか った。しかし，マ

ルクスが『資本論』第１巻で明らかにした資本主義的生産過程の内的諸法則には，「可変資本節

約の法則あるいは傾向」と表現しうるものが存在する 。

　剰余価値を生み出すのは可変資本であるから，可変資本価値に対する剰余価値の比率こそ資本

の価値増殖の本質を示す量的関係である。物象化された世界におけるこの量的関係には，資本の

労働に対する社会的関係が現われているが，この物象化された世界の用語によっ て蔽い隠された

社会的関係は，「労働に対する指揮権」，剰余労働を行なわせる「強制関係」にほかならない 。

　資本家は，剰余価値率さらにまた利潤率を高めるために，可変資本の節約をはかる 。

　これにはまず，労働時間の延長によるものがあげられる。契約にもとづく労働時問が延長され

て日 ・週 ・月賃金が変らなければ，単位労働時問当りの賃金すなわち「労働の価格」は低下し ，

可変資本は節約される 。（絶対的剰余価値生産の方法）

　次に，労働の生産性の上昇によっ て商品価値が低下することによる結果（影響）がある。労働

生産性の上昇は一定の価値量を表わす生産物量を増大させる。労働者が消費する生活手段の生産

に関連する産業部門において商品価値が低下すれば，労働者を安く「生産」することができ ，労

働力の価値は，生活手段の分量すなわち実質賃金が上昇する場合でさえ，低下しうる。この場合 ，

「同じ可変資本価値がより多くの労働力を，したがってまたより多くの労働を動かすことになる」
　　　　　　　　１）
（［１５１ｐ．７５３．訳７８８頁）。 労働力の低廉化と ，その結果としての剰余価値率の上昇（相対的剰余価値生

産の方法）は一般的法則である 。「一般的」というのは，資本の「内的な本性」から生じる「内的

な法則」あるいは「内的な衝動」ということであ って，それが競争場面に「外的」に現われる仕

方やその姿とは区別される。つまり ，個々の資本家と労働者が相対する競争の場面に現われる資

本の動機や行動は，直接に，労働の生産力全般の上昇による労働者全体の低廉化ではない 。

　可変資本節約の法則は，上のような２つの「内的な」傾向にととまらず，表に現われる 。

　第１に，可変資本の所与の価値量に対し，実際に抽出される労働量したがってまた価値量は ，

ある限界の範囲で可変的である。労働時問は契約上，定められているが，所定労働時問内に行な

われる実際の労働量は資本家の指揮 ・命令 ・監督により可変的である。したがって，労働の強度

をたえず増大させることが資本による強制として労働者のうえにのしかかる。それは，容易に ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
労働者の生命や健康の浪費につながる。実際の「労働の抽出」が「抗争的」あるという事実は ，

労働力の売買の性質から不可避的に生じる 。

　第２に，可変資本価値は，労働市場の競争の表面では，時問賃率（ｚり）×労働時問数（刀×労働

者総数（ｚ）の総量として現象する。資本はつねにより安価な賃金率の労働者を求める。これは ，

より低い「労働の価値または価格」を支払っても「同等に有用な労働」が得られることを意味す

る。 これもまた，資本家による可変資本を充用するうえでの節約の１つである。したがって，人

種， 性なと ，何らかの社会的根拠にもとづく差別的あるいは労働市場分断的な低賃金は，可変資

本の節約をはかろうとする資本の論理から生じる。そのため，今日ではＩＬＯ条約にも定められ

ているｒ同一価値労働同一賃金」（いわゆるコンパラブル ・ワース）原則を，資本の本性はたえずふ
　　　　　　　　　　　　３）
みにじろうとするのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５）
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　第３に，労働時間数（のは，時問賃率とともに，契約によっ て定められるものであるにもか

かわらず，資本家は競争の場面でたえずその時間を「かすめとり」（マルクス），実際の労働時間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
を増大しようとする（「ただ働き」「サービス残業」など）。

　第４に，賃金率（労働の価格）と労働時間との具体的な関係において，低賃金率と長時間労働

は相互に作用しあう 。賃金率が低けれは，それ自体が労働時問増大への刺激となる。また逆に ，

労働時間の延長もまた賃金率の低下を引き起こす。すなわち，１人の労働者が多くの労働をする

ことで，「市場にある労働力の供給は変らなくても，労働の供給は増大する。こうして，労働者

のあいだに引き起こされる競争は，資本家が労働の価格を押しさげることを可能にし，労働の価

格の低下はまた逆に資本家が労働時間をさらにいっ そう引き伸ばすことを可能にする」（［１５１ｐ
　　　　　５）
６８９．邦訳７１１頁）。

　第５に，可変資本の節約の具体化として，可変資本により「使用」される実際の有用労働の効

率性の増大があげられる。ここでいう効率性は，一定の労働時間内に，平均的な所与の強度で行

なわれる有用労働がより多くの生産物量を産出する度合を意味する 。

　いま，時問当り産出量を（２）とする。これは時間当り労働強度（分量）（４）と労働の効率性

（６）とをかけあわせたものである 。２．４でのべたことから ，

　　　　 ｚ＝♂ ・３

　時間当り産出量に対し，資本家が支払う時間賃率（吻）を考慮すると，ある資本における産出

量単位当りの時間賃率である単位労働費用（ｍｉｔ１．ｂｏｕ。。ｏ．ｔ＝ｕ１。）がえられる。個々の資本家は ，

具体的な競争次元においては，単位労働費用を最小化することで可変資本の節約をはかる 。

　　　　ｕ１ｃ：吻／ｚ＝伽／♂ ・６　　（［９１ｐ．１８６）

　他の条件が変わらなければ，単位労働費用が小さいほど，利潤率は大きい。労働者は高い賃金

率と低い労働強度を求めるのに対し，資本家は低賃金率と高い労働強度を求める。両者の利害は

まっこうから対立する（いわゆる日本的経営＝雇用管理システムにおいても潜在的にはこのとおりであ

る）。 賃金率と労働強度は，かなりの程度，労働者と資本家のあいだの「三面競争」（マルクス

『賃労働と資本』１８４９年），個人的 ・集団的交渉力の強さによっ て決まる 。

　資本家の目的は単位労働費用の最小化による利潤率の上昇にある。単位労働費用を構成する１

要素としての労働の効率性は，あらかじめ労働契約において保証されるものではない。それは ，

適用可能な一定の技術水準によっ て規定されている 。

　マルクスが「特別剰余価値」の発生について論じたことは，個々の資本における労働の効率性

の増大による，当該商品の「個別的価値」の「社会的価値」以下への低下である。これは，先に

のべた労働力価値の低下による相対的剰余価値生産という　般的法則が，個々の資本家の行動に

どのように現象するかという文脈のなかで論じられた。この現実の運動は，同種商品の生産にお

ける労働の効率性の増大による単位労働費用の低下と特別利潤の獲得として理解しうる 。

　しかし，その際，資本家はかならずしも最大の効率性をもつ技術を選択するとはかぎらない 。

資本家の目的は単位労働費用の最小化であるから，労働強度が所与であれば，支払賃金率との関

連で最適な労働効率をもつ技術を選択する。一方に労働効率のより高い技術があ っても ，他方で

それを上回るほど低い賃金率の労働者（それは低い技能をもつ労働者であることが多い）が得られ ，

かれらに過度労働をさせることができるならば，かならずしもその効率性の高い技術を選択しな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６）
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い。 また，効率性が低下しても ，賃金率を上げずに労働強度をそれ以上に増大させるような技術

があれば，そちらを採用するだろう 。

　以上のことは，可変資本の運動のなかで搾りだされる実際の労働量が契約上の労働時間数とは

異なるということから生じる。したがって，可変資本節約の論理は，市場競争の次元では，個々

の資本による単位労働費用最小化法則として現象するということができる 。

　　１）マルクスは，同じ箇所で，「実質賃金は労働の生産性に比例しては上がらない」という重要な命題

　　　をのべているが，その根拠は説明していない 。

　　２）「資本主義的生産は，他のどんな生産様式よりもいっ そう ，人問の生命，生きている労働を浪費す

　　　る。」しかし，マルクスによれば，「労働者の生命と健康の浪費」あるいは「個人的発達の浪費」は ，

　　　「人間的杜会の意識的再建」に先行するこの資本の「時代に，人類一般の発達が確保され実行される」

　　　ただ１つの道でもあ った（［１６１ｐ．８８．邦訳１１１頁）。 このような「人問発達と浪費の矛盾論」は，マ

　　　ルクスの経済理論の基本的性格の１つとして認められるべきである（角田［１８１第４章を参照）。

　　３）同一価値労働同一賃金（コンパラブル ・ワース）については，女性労働問題研究会編『国際シンポ

　　　ジウム ・雇用平等の最前線』（岩波書店，１９９２年１１月）および『女性労働問題研究』第２６号（労働旬

　　　報社，１９９４年６月）を参照されたい 。

　　 ４）資本は，労働者たちの過度労働（ｏｖｅｒｗｏｒｋｍｇ）をもたらし，「食事時間や休憩時問をも少しずつ

　　　盗みとる」（［１５１ｐ．３５１ｆ，邦訳３１５頁）。

　　５）低賃金（率）と長時問労働の悪循環は，『資本論』の範囲では，「異常な，社会的平均水準を越えた

　　　不払い労働量」の搾取であり ，商品価格を切り下げる資本家の競争手段になっ て， さらに過度な労働

　　　時問のもとでのみじめな賃金の基礎になる，とされている。『資本論』は「競争の分析をするところ

　　　ではないので，この運動は暗示するだけにしておく」（［１５１ｐ．６９０．邦訳７１２頁）とされたからである 。

　４４可変資本の節約と非自発的失業の存在

　よく知られているように，マルクスは，資本蓄積の増大にともない雇用の絶対量が増えるにも

かかわらず，なぜ他方で過剰な労働力人口（産業予備軍）もまた増大するのかという問題をとら

え， その答えを技術的構成（生産手段／労働力）の高度化の加速化と ，それを反映するかきりでの

資本の有機的構成（不変資本／可変資本）の累進的高度化にもとめた 。

　労働需要を規定する可変資本の分量は，総資本量の増大と均等に増えない。資本蓄積は，かな

らず技術的構成の高度化をともなうような労働生産力の発展をもたらし，可変資本の相対的減少

をもたらす。しかもその傾向は，¢諸資本の集中の際の技術的変革，　原（元）資本の技術的変

革， 　技術変革自体の加速化，により累積的に進行し，可変資本したがってまた労働需要の絶対

量はますます滅少する割合でしか増大しなくなる。このような労働需要の増加率の逓減傾向から ，

マルクスは，所与の割合における「正常な」労働供給がかならず「異常」に転化する，つまり労

働が供給過剰になるという結論を導き ，これを相対的過剰人口形成の説明の軸とした。こうした
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
論証が，資本家による技術選択の型と ，産業部門の区分の無視という点で不適切であるとしても ，

ここで注目したいのは，このことをのべたあとに，マルクスがさらに可変資本節約の論理を追加

していることである 。

　マルクスは，可変資本の累進的な相対的減少による相対的過剰人口形成の必然性を説明し，資

本主義的生産が人口の自然増加による労働力供給だけでは十分でなく ，この自然的制限から独立

した産業予備軍を必要とする，と結論したあとで，ｒこれまでは，可変資本の増減には精確に雇

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１７）
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用労働者数の増減が対応することを想定していた」ことを認める。そして，その想定は現実的で

はないとして，資本家による可変資本節約の論理により ，労働者の絶対数の増大をともなわない

労働量の増大を説く 。

　まず，労働者の数は増えなくても ，「より多くの労働を流動させる」ことにより可変資本が増

大する場合がある。１人ひとりから抽出される労働量は増大し，労働時問（のの増大により１

人当りの賃金額は増えるが，賃金率（吻）は低下することもある。この場合は，可変資本の絶対

量は増大するが，労働者数を増やさない，いわば第１の消極的な方法での節約であるといえる 。

次に，やはり労働者の数が増えなくても，同じ大きさの可変資本でより多くの労働量を流動させ

ることができる。これは第２のいわば積極的な節約である 。

　両者に共通するのは雇用労働者数が増えないことである。他方，その差異は可変資本の分量が

増えるか否かにある。この背後にあるのは，マルクスによっ て労働生産性（効率性）の上昇と区

別され，「より大きな外延的または内包的搾取」と表現された事態である。その内容は労働時問

の延長または労働強度の増大であるから，それが可変資本の分量を増やすかどうかということは ，

賃金率の変化の度合と労働時間および労働強度の変化の度合との数量的関係にかかっている。と

もかく ，ここでは，労働量の絶対的増加より小さい割合でしか雇用者数が増えない形態での可変

資本節約の傾向が付論されているのである 。

　そして，第３の節約として，同じ可変資本量で賃金率の低い労働力を（人数としては）より多
　　　　　　　　　　　　　　２）
数雇い入れることがあげられる 。

　このように，マルクスによる相対的過剰人口生産の論理は，加速される労働節約的技術変革と

いう論理のうえに，技術的に必要とされる労働者「数」をさらに減らす機構の進展が重ねあわさ

れている。つまり ，労働生産力の上昇にともなう技術的構成の変化による可変資本（労働需要）

の相対的減少の論理だけでなく ，剰余価値率上昇のために可変資本を節約し「ある程度まで労働

者の供給から労働の供給を自立させる」（マルクス）資本の傾向もまた付け加えて論じられる。後

者はまさに，抗争交換理論が着目した生きた労働力と生きた労働それ自体との相違にほかならな

い。 この２つの傾向（論理）のうえで，資本家のあいだの競争，労働者のあいだの競争（その最大

のものは産業予備軍と就業者とのあいだの競争），両者のあいだの競争という「三面競争」の論理が

展開される。こうして，内的法則と競争の部面に現われる事態との関係が，いわは三段階で説か

れているのである 。

　いうまでもなく ，産業予備軍の競争が現役に加える圧力は就業労働者の過度労働と資本への従

属を強制し，後者はまたそれ自体として予備軍の形成を促進する。それにより ，市場賃金率の変

動は資本蓄積が許容する範囲に抑えられる。「この基礎のうえでの労働の需給法則の運動は，資

本の専制を完成する」。 これがマルクスの証明しようとした事柄であ った。それは正しい 。

　しかし，マルクスの論理はここで終わ っている。市場における賃金率が過剰人口の圧力をうけ

てどこで決まるかについて，マルクスはそれ以上，展開しない。これに対し，ボウルズ，ギンタ

スの抗争交換理論は，非自発的失業が存在するもとで資本家が労働者から労働を抽出するうえで

もっとも「効率的」な賃金水準は何か，なぜ実際の賃金水準は自発的失業のみが存在する最低限

まで下がらないのか，労働者は資本家による解雇すなわち雇用契約を更新しないという脅しと監

視を受けながらどの程度の強度で働くのか，その場合の賃金水準はどのようなものか，生産過程

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１８）
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における技術水準の決定と労働の効率性，にまでふみこんで展開されている。それは，資本一賃

労働関係における賃金率と労働強度と非自発的失業の存在とを統一的に説明しうる有力な理論的

枠組みを示しているのである 。

　　 １）技術進歩と利潤率低下の関連で，マルクスによる労働生産性上昇に限定された新技術導入という基

　　　準は適切でなく ，資本家の新技術選択の基準は生産費の引下げにあ って，賃金財関連の産業部門にお

　　　ける新技術の導入は，もし実質賃金率が十分に増大しないなら（均等）利潤率を上昇させる ，とした

　　　置塩定理（１９６１年）がある（［２１１）。

　　　　なお，マルクスによる過剰人口形成の論理には，相対的剰余価値生産で明らかにされた労働力の価

　　　値低下（労働者の低廉化）による可変資本節約の論理はない。ここで重要なことは，生産手段量の増

　　　大に比べた労働力量の低下，労働節約的技術変革，いいかえれば資本が可動する生きた労働力の相対

　　　的減少であり ，その変化を反映する限りでの不変資本／可変資本比率の低下だからである。マルクス

　　　 は， 不変資本の素材的要素である生産手段の価値低下（低廉化）があるから，資本の価値比率の変化

　　　 は技術的構成の変化を近似的に示すだけだと断 っている（［１５１ｐ．７７４．訳８１３頁）が，労働生産力の

　　　全般的上昇は生産手段だけでなく ，可変資本の素材的要素となる生活手段の価値低下という形でも作

　　　用する。したがって，生産力の上昇による労働力価値の低下という論理を導入すれば，相対的に減少

　　　した可変資本でより多くの雇用が可能になるか，あるいは，技術的構成の変化のために減少する労働

　　　量をよりいっ そう少ない可変資本量で稼働させることができるといわなければならない 。

　　２）フランス語版『資本論』第１巻は，この箇所をごく簡単に要約し記述している 。

　　　 「蓄積の進行に従う産業の発展は，…同時に個々の労働者が提供しなければならない労働の分量を増

　　　大させる。資本主義体制が労働の生産力を発展させる…につれ，それはまた，労働日を延長させるか

　　　労働をより強化して，賃労働者からより多量の労働を引き出す手段を，さらにはよりすぐれた高価な

　　　労働力をより劣った安価な多数の労働力に置き換えることによっ て，…外見的に雇用労働者数を増大

　　　させる手段を，発展させる。これらは１つ残らず，労働にたいする需要を減少させて労働の供給を過

　　　剰にするための，一言でいえば過剰人口を製造するための方法である。」（林直道編訳，大月書店版 ，

　　　１０９－１１０頁）

５． 「理念的平均」と競争　　むすびにかえて

　資本主義的労働過程および労働市場は，労働力商品の売買それ自体に含まれる従属的労働関係

の結果として，資本による指揮命令と監視のもとで労働が行われ，その全生産物が資本によっ て

取得されるという特徴をおびる。この特徴は，相対的過剰人口の生産によっ て完成する 。「剰余

価値」は，剰余労働の抽出を一方が他方に経済的に強制する社会的関係，階層制（ヒエラルキー）

をなす兵営的労働規律と資本の専制支配を，政治経済学の範囲壽において集約的に表現したもので

ある。この範壌は，他人による剰余労働の取得という社会関係の物象化である。このことを再確

認しておこう 。

　これに対し，ボウルズとギンタスのいう「抗争的交換」は，資本と労働とのあいだの交換が強

制関係と権力関係を内在するというその特殊な性質を明確に示したものである 。労働市場では ，

雇用契約の不確定な更新にもとづく監視と制裁の脅しによっ て， 資本が一定の費用を支払っても

その望ましい水準の労働を労働者から抽出し，労働者もまた最低の水準を上回る労働強度とひき

かえにその費用を受け取るという一種の均衡状態が成り立つが，非自発的失業が存在するからそ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９）
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の均衡はけっして清算的ではない 。

　マルクス理論と抗争交換理論のあいだには，明らかに連続性と共通性がある。しかし，両者の

違いは，「理念的平均」の想定のもとに内的な諸関連 ・諸法則の析出に課題を限定したマルクス

のそれに対し，抗争交換理論は資本主義的「競争市場」を正面から扱うという点にある。後者が

「資本主義の政治経済学のミクロ的基礎」といわれる理由はそこにある 。

　周知のように，マルクスは，『資本論』の範囲について，「資本主義的生産様式の内的機構だけ

を， いわばその理念的ｉｄｅａ１平均において叙述すべきだ」とした。「競争の現実の運動」は『資

本論』叙述プランの計画外にあ った。それによれば，資本主義的生産の「内的機構」「内的関連」

「法則」が市場の担い手にとり圧倒的な自然法則としてその本性を現わしかれらを支配する仕方

こそが，市場価格の運動や貨幣市場における貸手と借手の競争，産業循環など競争の現実の運動

にほかならない。それは，「生産諸関係の物象化と自立化」のより現実的な姿でもある（［１６１ｐ

８３１．訳１０６４頁）。 競争という多くの資本の交互作用では，資本の内的で必然的な傾向（たとえば剰余

労働の際限のない追求）やその本質的な諸規定は，他の資本への強制，他の資本を駆り立てる機構

として現われる。ｒ内的諸法則が実現される現象形態」である競争は，すべての事柄を転倒させ
　１）

る。

　この場合，理念的平均イコール均衡，競争イコール不均衡ではない。理念的平均の想定で明ら

かにされる内的諸法則には資本の矛盾も含まれる。したがってさまざまな均衡と不均衡との現実

的対立もまた明らかにされる。また，競争の運動は単なる需給の変動にもとづく市場価格や費用

価格，市場利潤などの変動に解消されるものではない。競争の場面は，支配と従属，格差と分断 ，

経済権力の行使とそれにたいする抵抗，無政府的行動と社会的規制などにもとづく激しい抗争 ，

利害衝突の世界である 。

　したがって，資本と労働とのあいだの競争市場における交換も ，他の商品の交換とどのような

意味で異なっ た性質をもち，そのことが労働市場における運動においてどのような抗争，衝突あ

るいは妥協といっ た姿で現われるかということを理論化し，それを新しい用語で展開することは

不可欠の課題である。この意味で，ボウルズとギンタスの抗争交換理論は，マルクス理論を基礎

とする政治経済学に開かれた１つの新しいフロンティアであると評価しうる 。

　ボウルズとギンタスは，なお，階級と個人，集合的行為，方法的個人主義と構造主義的ホーリ

ズムの克服に関する新しい政治経済学方法論を提起している。また，「強制能力は制度的進化の

決定因である」（［６１ｐ．２０５）というかれらの言明にも示されるように，生産の社会的諸関係

（。ｅ１．ｔ１．ｎ。）の分析に重心をおいたマルクスの理論に対し，いわば生産の社会的構造（諸制度

ｍ．ｔ・ｔｕｔ１ｏｎ。）および生産の社会的諸機能（ｆｍ．ｔ１ｏｎ。）の分析の必要性を提起したともいえる。これ

らは，今後，抗争交換理論を核に検討すべき課題である 。

　　 １）「競争」に関するマルクスの叙述は，久留問［２０１において整理されている。また，『資本論』の対

　　　象領域と残された課題を整理し，「経済学批判」プランにおける「賃労働」や賃金理論の具体的展開

　　　方法を考察したものとして，井村［２３１が参照されるべきである 。

　［本稿の２ ．と３ ．の内容は，１９９３年１０月２３日 ，東京大学経済学部で開催された経済理論学会第４１回大会

第１１分科会で報告の機会をえた。報告の要点は，同学会年報第３１集（１９９４年秋）に掲載の予定である。同学

会幹事会，年報編集委員会，およぴ同分科会で貴重なこ質問をよせられた会員各位にお礼を申し上げる
。１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０）



抗争的交換と可変資本節約の論理（角田） ２１

【文献注】

［１１Ｂｏｗ１ｅｓ，Ｓａｍｕｅ１
‘‘

Ｔｈｅ　Ｐｒｏｄｕｃｔ１ｏｎ　Ｐｒｏｃｅｓｓ　ｍ　ａ　Ｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　Ｅｃｏｎｏｍｙ　Ｗａ１ｒａｓ１ａｎ，ＮｅｏＨｏｂｂｅｓ１ａｎ
，

　　　ａｎｄ　Ｍａｒｘ１ａｎ　Ｍｏｄｅ１ｓ，” 丁加Ａ舳附伽Ｅ６０〃ｏ舳６ Ｒ舳伽，Ｖｏ１７５，Ｎｏ１（Ｍａｒｃ
ｈ， １９８５）ｐｐ１６－３６

［２１　Ｂｏｗ１ｅｓ，Ｓ．ａｎｄ　Ｈｅｒｂｅｒｔ　Ｇｉｎｔｉｓ，８６んｏｏ伽ｇ加Ｃ砂伽Ｚ赦Ａ舳ぴたｏ， 亙４〃６〃ゴｏ〃ｏＺ　Ｒ４ｏブ刎伽３¢ん６ Ｃｏ〃 一

　　　肋伽肋郷げＥ６０〃ｏ舳たＬ２帖（Ｎ．Ｙ ．，

Ｂａｓｉｃ Ｂｏｏｋ ｓ， １９７６）．宇沢弘文訳『アメリカ資本主義と学校教育
　　　　Ｉ ・ｎ』（岩波書店，１９８６～８７年）。

［３］　　　　 ，Ｄ６舳ｏぴ０６ツ ｏ〃ゴＣｏ仰勿Ｚｚ５刎　Ｐｒｏ戸６ｒリ， Ｃｏ舳舳〃〃妙，ｏ〃ゴ妨６Ｃｏ〃閉ゐ６〃ｏ卿 げル１０３６閉８ｏ“ｏＺ

　　　　Ｔ１乃ｏ喀〃（Ｎ．Ｙ
．，

Ｂａｓｉｃ　Ｂｏｏｋ ｓ， １９８６）

［４１　　 ，‘‘Ｃｏｎｔｅｓｔｅｄ　Ｅ
ｘｃｈａｎｇｅ　Ｐ

ｏ１１ｔ１ｃａ１Ｅｃｏｎｏｍｙ　ａｎｄ　Ｍｏｄｅｍ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｔｈｅｏｒｙ
’’

丁加Ａ舳ぴ伽及ｏ

　　　刀ｏ刎北Ｒ〃舳，Ｖ
ｏ１．７８，Ｎｏ． ２（Ｍａｙ，１９８８）ｐｐ．１４５ －１５０

［５１　　　 ，“Ｄｅｍｏｃｒａｔ１ｃ　Ｄｅｍａｎｄｓ　ａｎｄ　Ｒａｄｌｃａ１Ｒ１ｇｈｔｓ
，’’

８ｏ伽〃並Ｒ６閉６吻，Ｖｏ１１９，Ｎｏ４（Ｏ
ｃｔｏｂｅｒ　Ｄ

ｅｃｅｍ

　　　ｂｅｒ，１９８９）ｐｐ．５７－７２

［６１　　 ，“Ｃｏｎｔｅｓｔｅｄ　Ｅ
ｘｃｈａｎｇｅ　Ｎｅｗ　Ｍ

１ｃｒｏｆｏｕｎｄａｔ１ｏｎｓ　ｆｏｒ　ｔｈｅ　Ｐｏ１１ｔ１ｃａ１Ｅｃｏｎｏｍｙ　ｏｆ　Ｃａｐ１ｔａ１１ｓｍ，ａｎｄ
，

　　　Ｒｅｐ１ｙ　ｔｏ　Ｏｕｒ　Ｃｒｉｔｉｃｓ
，’’

ＰｏＺ〃６３ ＆８０６ゴ３妙， Ｖｏ１．１８，Ｎｏ． ２（Ｊｍｅ，１９９０）ｐｐ．１６５－２２２，２９３－３１５

　　　　　Ｍａｃ１ｏｓｋｅｙ，Ｄｏｎａ１ｄ，‘‘Ｔｈｅ１ｒ　Ｂ１ａｃｋｂｏａｒｄ， Ｒ１ｇｈｔ　ｏｒ　Ｗｒｏｎｇ　Ａ　Ｃｏｍｍｅｎｔ　ｏｎ　Ｃｏｎｔｅｓｔｅｄ　Ｅｘｃｈａｎｇｅ
，’’

　　　ゴ５ゴ４
．， ｐｐ
．２２３－２３２

　　　　　Ｒｏｅｍｅｒ，Ｊｏｈｎ　Ｅ ，“Ａ　Ｔｈｍ　Ｔｈｒｅａｄ　Ｃｏｍｍｎｅｔ　ｏｎ　Ｂｏｗ１ｅｓ’ａｎｄ　Ｇｍｔ１ｓ ’’’Ｃｏｎｔｅｓｔｅｄ　Ｅｘｃｈａｎｇｅ
，”

６〃
，

　　　ｐｐ．２４３－２５０

　　　　　Ｂ皿ａｗｏｙ，Ｍ１ｃｈａｅ１ａｎｄ　Ｅｒ１ｋ　Ｏ１ｍ　Ｗｒ１ｇｈｔ
，‘‘Ｃｏｅｒｃｍ　ａｎｄ　Ｃｏｎｓｅｎｔ　ｍ　Ｃｏｎｔｅｓｔｅｄ　Ｅｘｃｈａｎｇｅ

，”

必〃 ，ｐｐ

　　　２５１－ ２６６

［７１　　 ，‘‘Ｐｏｗｅｒ　ａｎｄ　Ｗｅａ１ｔｈ　ｍ　ａ　Ｃｏｍｐｅｔ１ｔ１ｖｅ　Ｃａｐ１ｔａ１１ｓｔ　Ｅｃｏｎｏｍｙ
，”

Ｐ舳０５０〃〃〃Ｐ〃２６ Ａ伽岬
　　　Ｖｏ１．２１，Ｎｏ． ４（Ｆａ１１．１９９２）ｐｐ．３２４－３５３

［８１　　　 ，‘‘Ｒｅｖｅｎｇｅ　ｏｆ　Ｈｏｍｏ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｕｓ　Ｃｏｎｔｅｓｔｅｄ　Ｅｘｃｈａｎｇｅ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｒｅｖ１ｖａ１Ｐｏ１１ｔ１ｃａ１Ｅｃｏｎｏｍｙ
，”

　　　　〃〃ｏ舳ｏＺげ厄６０〃ｏ秋Ｐ６卿６６伽５
，Ｖｏ１．７，Ｎｏ．１（Ｗｉｎｔｅｒ，１９９３）ｐｐ．８３－１０２

［９１　Ｂｏｗ１ｅｓ，Ｓ　ａｎｄ　Ｒ１ｃｈａｒ（１Ｅｄｗａｒ（１ｓ，ひ〃３耐伽山〃ｇ　Ｃ砂肋Ｚｚ舳（Ｓｅｃｏｎｄ　ｅｄ１ｔ１ｏｎ，Ｈａｒｐｅｒ　Ｃｏ１１ｍｓ，１９９３）

［１０１Ｂｏｗ１ｅｓ，Ｓ　ａｎｄ　Ｒｏｂｅｒｔ　Ｂｏｙｅｒ，“Ｌａｂｏｒ　Ｄ１ｓｃ１ｐ１ｍｅ　ａｎｄ　Ａｇｇｒｅｇａｔｅ　Ｄｅｍａｎｄ　Ａ　Ｍａｃｒｏ　ｅｃｏｎｏｍｃ　Ｍｏｄ
ｅ１ ，”

　　　　丁加Ａ肋ｒゴ６伽Ｅ６０〃ｏ加６ Ｒ６リゴ伽，Ｖ
ｏ１．７８，Ｎｏ． ２（Ｍａｙ，１９８８）ｐｐ．３９５－４００

［１１１　　 ，“Ａ　ｗａｇｅ Ｌｅｄ　Ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ　Ｒｅｇ１ｍｅ　Ｉｎｃｏｍｅ　Ｄ１ｓ位１ｂｕｔ１ｏｎ，Ｌａｂｏｒ　Ｄ１ｓｃ１ｐ１ｍｅ，ａｎｄ　Ａｇｇｒｅｇａｔｅ　Ｄｅ

　　　ｍａｎｄ　ｍ　Ｗｅ１ｆａｒｅ　Ｃａｐ１ｔａ１１ｓｍ
，”

ｍ　Ｍａｒｇｌｍ，Ｓ　Ａ　ａｎｄ　Ｊｕ１１ｅｔ　Ｂ　Ｓｃｈｏｒ，ｅｄｓ， 丁加Ｇｏ〃舳 地６ げＣｏ〃ｏＺ

　　　ゴ舳（Ｏｘｆｏｒｄ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ　Ｐｒｅｓｓ，１９８９）．磯谷他訳『資本主義の黄金時代』（東洋経済新報社，１９９３年９月）

　　　所叫又
。

［１２１　Ｂｏｗ１ｅｓ，Ｓ　ａｎｄ　Ｊｕ１１ｅｔ　Ｂ　Ｓｃｈｏｒ ，‘‘Ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ　Ｒｅｎｔｓ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｉｎｃ１ｄｅｎｃｅ　ｏｆ　Ｓｔｒ１ｋｅｓ，” Ｒ舳〃側ｏジ１１；６０〃ｏ

　　　〃６Ｍ〃８鮒ゴ５此５， Ｖｏ１．６９，Ｎｏ． ４（Ｎｏｖｅｍｂｅｒ，１９８７）ｐｐ．５８４ －５９２

［１３１Ｈａｈｎｅ１，Ｒｏｂｉｎ　ａｎｄ　Ｍｉｃｈａｅ１Ａ１ｂｅｒｔ，Ｑ〃〃Ｒ舳ｏ〃〃ｏ〃 加Ｗ；３伽ズ６ Ｅ６０〃ｏ加６５（Ｐｒｉｎｃｅｔｏｎ，Ｎｅｗ　Ｊｅｒｓｅｙ ，

　　　１９９０）

［１４１Ｍａｒｇ１ｍ，Ｓｔｅｐｈｅｎ　Ａ ，‘‘Ｗｈａｔ　Ｄｏ　Ｂｏｓｓｅｓ　Ｄｏ？Ｔｈｅ　Ｏｒ１ｇｍｓ　ａｎｄ　Ｆｕｎｃｔ１ｏｎｓ　ｏｆ　Ｈ１ｅｒａｒｃｈｙ１ｎ　Ｃａｐ１ｔａ１１ｓｔ

　　　Ｐｒｏｄｕｃｔ１ｏｎ，”
Ｒ舳舳加ｒＲ〃伽ＺＰ

ｏＺｚ肋ｏＺ厄６０〃ｏ榊，Ｖｏ１６，Ｎｏ２（Ｓｕｍｍｅｒ，１９７４）青木昌彦編著『ラ

　　　ディカル ・エコノミッ クス』（中央公論社，１９７３年所収）。

［１５１Ｍａｒｘ，Ｋａｒ１，Ｃゆ勿ムＶｏ１１，Ｔｒａｎ ，ｂｙ　Ｂｅｎ　Ｆｏｗｋｅｓ（Ｎ　Ｙ ，Ｖｍｔａｇｅ　Ｂｏｏｋ ｓ， １９７６）邦訳『資本論』第

　　　　１巻，大月書店版 。

［１６１Ｍａｒｘ　Ｋａｒ１，Ｃｏ〃
ｏＺ，Ｖｏ１３，Ｅｄ１ｔｅｄ　ｂｙ　Ｅｎｇｅ１ｓ（Ｍｏｓｃｏｗ，１９７１）邦訳，大月書店版 。

［１７１

［１８１

［１９１

［２０１

石川経夫『所得分配』（岩波書店，１９９１年）。

角田修一『生活様式の経済学』（青木書店，１９９２年）。

甲賀光秀「Ｊ　Ｒｏｅｍｅｒ の搾取論」『立命館経済学』第３９巻第６号（１９９１年２月）。

久留問鮫三編『マルクス経済学レキシコン（Ｄ競争』（大月書店 ，１９６８年）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１）



２２ 立命館経済学（第４３巻 ・第１号）

［２１１置塩信雄『マルクス経済学皿　　資本蓄積の理論』（筑摩書房，１９８７年）。

［２２１坂本和一「コース／ウィリアムソン型企業組織モデルの検討」『立命館経済学』第４１巻第１号（１９９２

　　年４月）。 のち同『新しい企業組織モデルを求めて』（晃洋書房，１９９４年）に所収 。

［２３１井村喜代子『『資本論』の理論的展開』（有斐閣 ，１９８４年）。

（２２）




